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＜総説＞

抄録
【目的】プレコンセプションケア（Preconception care）は，妊娠前からの健康管理を通じて将来の妊娠・
出産アウトカムおよび次世代の健康を高める取り組みであり，国内外で関心が高まっている．本稿で
は，プレコンセプションケアの概念的発展および国際的動向を整理した上で，プレコンセプションケ
アを下支えする科学的エビデンスをレビューし，日本における政策実装の現状と課題を考察する．
【方法】プレコンセプションケアの概念・定義・エビデンス・政策について，国内外の文献，報告書，
政府文書および関連ガイドライン等を整理した．
【結果と考察】プレコンセプションケアは「妊娠準備」を目的とした狭義の医療サービスから，生殖
可能年齢にあるすべての人を対象とした包括的な公衆衛生的アプローチへと発展してきている．De-
velopmental Origins of Health and Disease（DOHaD）学説を背景としたライフコースアプローチとの
統合も進んでおり，栄養・食生活，葉酸摂取，喫煙・飲酒，体重管理，感染症・ワクチン，メンタル
ヘルス，社会的決定要因にわたる科学的エビデンスも蓄積されつつある．日本では 2025 年に「プレ
コンセプションケア推進 5 か年計画」が策定された一方，認知度の低さ・男性や性の多様性を考慮し
た包括的な視点の不足・医療者教育の未整備などの課題も残る．現在，国際的には，日本を含む 24
か国が参画するiCIPHEアライアンスがプレコンセプションヘルスのサーベイランス指標の国際的合
意形成を進めている．
【結論】プレコンセプションケアのさらなる推進には，個人および社会全体へのアプローチ，性の多
様性も考慮した包括的な視点，分野横断的連携，そして国際指標を活用したモニタリング体制の構築
が不可欠である．

キーワード：プレコンセプションケア，ライフコースアプローチ，政策実装，DOHaD，母子保健

Abstract
Background: Preconception care (PCC) refers to interventions taken before conception to optimize indi-
viduals’ health and improve pregnancy outcomes and the health of the next generation. Policy interest in 
PCC has been growing rapidly both internationally and in Japan. This review aims to summarize the concep-

特集：多様な主体によるプレコンセプションケアの推進
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I．はじめに

プレコンセプションケア（Preconception Care）は，
妊娠前から健康管理を行うことによって，将来の健康な
妊娠・出産を目指し，次世代の健康を高めることを目
的とした取り組みである．世界保健機関（World Health 
Organization: WHO）は 2013 年に報告書を取りまとめ，
プレコンセプションケアを「妊娠前の女性とカップルに
医学的・行動学的・社会的な保健介入を行うこと」と定
義し，対象者の健康状態を改善し，母子健康アウトカム
に影響しうる行動や個人的・環境要因を減らすことを
目的とした[1]．以降，欧米諸国を中心に，政策，研究，
臨床の各分野においてプレコンセプションケアに関する
取り組みが拡大してきた [2]．

わが国においても近年，プレコンセプションケアの重
要性に対する認識が高まりつつある．低出生体重児の割
合は 9％を超える水準が続いており，妊娠前からのやせ
や不健康な食生活，葉酸摂取に関する啓発の難しさ，さ
らには晩婚化・晩産化に伴う加齢リスクの増大など，妊
娠・出産に関連する多様な健康課題が指摘されている
[3]．このような状況を受け，2025 年にはこども家庭庁
が「プレコンセプションケア推進 5 か年計画」を策定し，
わが国におけるプレコンセプションケア推進に向けた政
策的基盤が本格的に整備され始めたところである[4]．

しかしながら，プレコンセプションケアを実際の保健
医療の現場に定着させるためには，いまだ多くの課題が
残されている．具体的には，市民における認知度の低さ，
医療者や教育関係者を対象としたプレコンセプションケ

アに関する教育機会の不足，男性やジェンダー・マイノ
リティを含む包括的視点の欠如，個人の行動変容に依存
した介入戦略，さらには科学的根拠に基づくモニタリン
グ体制の未整備などが挙げられる．

本稿では，プレコンセプションケアの概念的発展およ
び国際的動向を整理した上で，栄養，葉酸，喫煙，体重
管理，感染症，メンタルヘルス，社会的決定要因といっ
た多岐にわたる領域に関する科学的エビデンスを概観す
る．併せて，日本における政策の現状と，その実装にお
ける課題について論じることにより，プレコンセプショ
ンケアが日本の母子保健の向上および健康長寿社会の実
現に向けた重要な柱として定着するための方向性を提示
することを目的とする．

II．プレコンセプションケアの概念と国際的動向

1．定義と概念の変遷
プレコンセプションケアは，妊娠成立以降を中心とし

てきた従来の母子保健モデルを，妊娠前へと拡張する概
念として登場した．胚の形成，着床，器官形成が進行す
る妊娠初期は，妊娠の認識以前からすでに多くの環境要
因の影響を受けている．特に米国では，高い母体死亡率
を背景として，妊娠判明後の介入にとどまらず，妊娠成
立前から健康状態を最適化することの重要性が認識され
るようになった[1, 5]．米国疾病予防管理センター（Cen-
ters for Disease Control and Prevention：CDC）は，2006
年に「4つの目標と10の勧告」を公表するとともに，官
民パートナーシップである National Preconception health 

tual development of and international trends in PCC, review scientific evidence across key health domains, 
and examine the current state and challenges for policy implementation in Japan.
Methods: A narrative literature review was conducted using domestic and international peer-reviewed ar-
ticles, WHO reports, government documents, and clinical guidelines.
Results: PCC has evolved from narrow clinical measures focused on “preparing for pregnancy” into a broad-
er public health approach targeting all people of reproductive age regardless of intention to achieve preg-
nancy. This shift is based on the DOHaD theory and life-course framework. Scientific evidence supporting 
preconceptional interventions was accumulated in relation to nutrition and diet, folic acid supplementation, 
smoking and alcohol use, weight management, infectious disease prevention and vaccination, mental health, 
and social determinants of health. 
Japan formulated the “Five-Year Plan for the Promotion of Preconception Care” in 2025, providing a policy 
foundation. However, remaining challenges include low public awareness, insufficient gender-inclusive 
approaches, overemphasis on individual responsibility, and limited integration of PCC into healthcare, edu-
cation and workplace settings. Internationally, the iCIPHE (International Core Indicators for Preconception 
Health and Equity) Alliance, involving researchers from 24 countries including Japan, is conducting an in-
ternational consensus study to identify core surveillance indicators for preconception health.
Conclusion: To promote PCC in Japan, a comprehensive strategy combining population- and individual-lev-
el interventions, a gender-inclusive approach, multisectoral collaboration, and an evidence-based monitor-
ing system aligned with international indicators is essential.

keywords: preconception care, life course approach, policy implementation, DOHaD, maternal and child health
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and health care （PCHHC）Initiativeを立ち上げ，これが
プレコンセプションケアの国際的普及における重要な転
機となった[5]．CDCは当初プレコンセプションケアを
「女性の健康および妊娠転帰に影響を及ぼす医学的・行
動的・社会的リスクを，予防および管理を通じて特定し，
修正することを目的とした一連の介入」と定義したが，
2015 年以降のPCHHCの取り組みでは，男性を含むこと，
ならびに妊娠意思の有無にかかわらず，生殖可能年齢世
代全体の健康を守ることが重点課題として位置づけられ
るようになっている[5]．

WHOも 2013 年にプレコンセプションケアを，妊娠，
出産，新生児期，小児期，思春期，成人期に至る”con-
tinuum of care（ケアの連続体）” の一部としてに位置づ
け，妊娠前の介入がその後の母子健康アウトカムを左
右し得る重要な起点であるとした[1]．近年，WHOでは
この概念を一層拡張する議論が進められている．2024
年にジュネーブで開催された国際会議「Reframing Care 
and Services to Improve Preconception Health」では，プ
レコンセプションケアを単一かつ時間的に限定された
「介入パッケージ」として捉えるのではなく，”continuum 
of life-course care（ライフコース全体にわたるケアの連
続体）”　の一部として位置づけるべきであるとされた
[6]．さらに，プレコンセプションケアを個別の医療介
入にとどめるのではなく，生活環境や社会経済的要因を
含むより広範な健康概念として捉え直す必要性が指摘さ
れている．社会経済的要因はプレコンセプションケアへ
のアクセスに大きな影響を与え，アクセスの不平等は健
康格差を拡大させる．米国PCHHC Initiativeにおいても
妊娠・分娩アウトカムにおける人種・社会経済的格差の
解消が最重要課題の一つと位置付けられている [5]．

2．プレコンセプション期の概念
このような概念の変遷の背景として「プレコンセプ

ション期」が指す時期について考えてみると，生物学的・
個人・公衆衛生学的の 3 つのレベルから整理されている 
[2]．生物学的レベルでは配偶子・胚の形成に重要な受
胎前数か月，個人レベルでは妊娠を考え始めてから妊娠
に至るまでの期間が該当する．しかし実際には，妊娠の
約半数は計画外妊娠であり，体重管理や食生活改善には
年単位の時間を要することも多い[2]．

このような背景から，公衆衛生学的レベルでは，生殖
可能年齢にあるすべての人を対象とし，妊娠の希望の有
無にかかわらずケアを提供すべきとの考え方が広まり，
II.1 の概念の拡大につながっている．妊娠を希望する人
にはより積極的に妊娠準備のための支援を行いつつ，こ
ども・若者全体に健康的なライフスタイルやプレコンセ
プションケアの概念を普及させるなど，対象者に応じた
多段階のアプローチが提案されている [6, 7]．

3．ライフコースアプローチとDOHaD
プレコンセプションケアをより広い公衆衛生戦略と

して位置づける科学的根拠となっているのが，Develop-
mental Origins of Health and Disease（DOHaD）学説であ
る [8]．この学説は，受胎前および胎児期の環境（特に
栄養状態）が，出生後の生活習慣病リスクや慢性疾患発
症に影響を及ぼすという概念であり，国内外の疫学研究
によって支持されてきた．

ライフコースアプローチは，個人の健康を時間的・社
会的なつながりの中で捉え，過去から現在・将来の家族
や社会との関係の中で，リスク要因と保護的要因の影響
を受けながら健康状態が形成されるとする概念である
[9]．DOHaD研究で示される受胎前や胎児期の環境のみ
ならず，思春期や若年成人期の良好なライフスタイルに
より成人期以降の肥満・心血管疾患・がん罹患リスクが
低減するなど[10-13]，様々な研究から，生涯の各段階を
通じたリスクの集積や連鎖が報告されている．

すなわち，こども・若者がプレコンセプションケアを
受けることで，妊娠・出産や次世代の健康リスクを低減
できるのみならず，若者自身の将来にわたる健康長寿に
もつながる．プレコンセプションケアはライフコース全
体を見据えた健康への先行投資であり，SDGsの「すべ
ての人に健康と福祉を」や「健康日本 21（第三次）」の
基本的方向性にも合致している．

III．科学的エビデンスの整理

本稿ではプレコンセプションケアの根拠として，栄
養・食生活・体重管理，葉酸摂取，喫煙・飲酒に関する
エビデンスを中心に概観する．感染症・ワクチン接種，
メンタルヘルス，および女性特有の健康問題は重要なプ
レコンセプションケアの構成要素であるが，紙幅の関係
上，本稿では詳述しない．既存のガイドラインやレビュー
をご参照いただきたい[14]．

1．栄養・食生活・体重管理
DOHaD学説の観点から，妊娠前の母親の栄養状態は

次世代の健康に多大な影響を与えることが示されている 
[8]．胎児期の低栄養環境への曝露によって，低栄養に
耐えられる栄養倹約体質が獲得されるが，出生後の環境
が低栄養でない場合にはその体質が生活習慣病リスクと
なる機序が提唱されている．

日本の次世代多目的コホート研究（JPHC-NEXT）で
は，40～74歳時の心血管疾患罹患率は出生体重3kg台の
人に比べ，低出生体重児（2.5kg未満）で 1.25 倍，極低
出生体重児（1.5kg未満）で 1.76 倍高く，高血圧・糖尿
病においても出生体重が低いほど罹患率が高いことが示
された [15]．わが国の低出生体重児割合は 9%を超える
水準が続いているが，妊娠中の体重増加不良・妊娠前か
らのやせ・喫煙など予防可能な要因の寄与が大きいこと
が明らかにされている [16]．特に，わが国においては若
年女性のやせが顕著であり，骨量低下，耐糖能異常，無
月経といった本人の健康への影響に加え，生まれてくる
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子の低出生体重との関連が懸念されている[17]．一方で，
肥満（BMI 25以上）も妊娠高血圧症候群・妊娠糖尿病等，
様々な周産期のリスク増大と関連する[18]．

妊娠中の食生活は量・質ともに妊娠前から大きく変わ
ることがないことも示されており [19, 20]，妊娠を考え
る前から健康的な食生活を習慣化しておく必要がある．
鉄やビタミンDなどの微量栄養素も妊娠転帰に影響する
ため，多様な食品を組み合わせたバランスの良い食事が
推奨される[21]．厚生労働省は 2021 年 3 月に「妊産婦の
ための食生活指針」を「妊娠前からはじめる妊産婦のた
めの食生活指針」へと改訂し，妊娠前からバランスの良
い食事を実践することの重要性を示した．食生活と並ん
で，運動も，適正体重の維持・メンタルヘルス・生活習
慣病予防に加えて，妊娠糖尿病や妊娠高血圧腎症の予防
にも効果があるとされ，非妊娠時から1日あたり60分以
上の身体活動を習慣化することが推奨される[21]．

男性についても魚介類の摂取が多いことや砂糖入り飲
料，加工肉，総脂肪の摂取が少ないことと，妊孕性との
関連が示唆されている[22]．地中海食をはじめとする健
康的な食生活パターンも良好な精液所見と関連している．
わが国で実施した健康成人の調査においても，身体活動
量が多いほど，座位時間が短いほど，精子DNA断片化
率の低下が認められており[23]，男性においてもバラン
スの良い食事や身体活動は重要である．

2．葉酸摂取
妊娠少なくとも 1 か月以上前から，食品からの葉酸摂

取に加えてサプリメントから1日400μgの葉酸を摂取す
ることは，神経管閉鎖障害の予防に有効であることが確
立されている [24]．葉酸は水溶性ビタミンB群の一種で
細胞の増殖・成長に不可欠であり，妊娠前からの積極的
な摂取で神経管閉鎖障害の発症リスクを最大 70%低減で
きるとされる．

日本のエコチル調査では，妊娠前から葉酸サプリメン
トを摂取していた場合，神経管閉鎖障害の発生率は 1 万
人あたり5.24例であったのに対し，摂取していなかった
場合は有意差は認めないものの8.27例と高い傾向が示さ
れた [25]．このことから，日本においても妊娠前の女性
に対してサプリメント等を用いた積極的な葉酸摂取が推
奨される．

しかし，妊娠前からの葉酸摂取を広める啓発活動には
限界がある．米国では 1998 年から穀類への葉酸添加が
義務化され，年間約 1,300 人の神経管閉鎖障害を予防で
きたと推計されている [26]．同様にカナダ・オーストラ
リア・ニュージーランド等でも義務化により神経管閉鎖
障害の発生率が減少しているのに対し，英国では 30 年
以上の啓発活動にもかかわらず有病率が減少しなかった
ことを受け，2026 年末までに小麦粉への葉酸添加義務
化が発表されたところである [27]．

3．喫煙・飲酒
妊娠前の喫煙は妊娠率・出生率を低下させ，流産リ

スクを高めるとともに [28]，妊娠前から妊娠初期にかけ
ての喫煙は先天性疾患リスクの増加と関連することが
報告されている [29]．わが国の妊婦の喫煙率は全国的に
は 1.6%（2023 年度）まで低下しているが，地域差が大
きい[30]．また，妊娠中は喫煙率が一時低下しても産後
に再び上昇する傾向があり，産後は次子のプレコンセプ
ション（インターコンセプション）期間でもあることか
ら，継続的な支援が不可欠である．

飲酒については，胎児性アルコールスペクトラム障害
（FASD）の予防の観点から，妊娠中の飲酒は避けるこ
とが強く推奨される[21]．妊娠に気づく前の妊娠初期の
飲酒リスクを排除するため，妊娠を考えている段階から
飲酒を控えることが望ましい．米国PCHHC Initiativeも，
妊娠前 3 か月における多量飲酒の割合をモニタリング指
標の一つとして提案している [31]．

男性でも同様に，喫煙者で精液所見が悪いことや[32]，
飲酒による精子の量や質の低下等[33]が知られている．

4．性と生殖の健康・権利（SRHR）
性と生殖の健康と権利（Sexual and Reproductive Health 

and Rights：SRHR）は，性と生殖について一人ひとりが
適切な知識と自己決定権を持ち，必要なヘルスケアを受
けられ，自らの尊厳と健康を守ることができることを意
味する [34]．プレコンセプションケアはSRHRを包含し
た健康づくりとして位置づけられるべきである．

リプロダクティブライフプラン（RLP）は，将来子ど
もを持ちたいか，いつ，何人欲しいかについて主体的に
考えることを促す概念であり，計画外妊娠・加齢によ
る不妊・生殖に影響する物質への曝露リスクを低減し，
SRHRにつながる可能性がある [3]．初婚年齢・初産年
齢は上昇傾向にあるが，妊娠・出産に伴うリスクは加齢
により増加する．母親の年齢別の周産期死亡率は 20 代
後半で最も低く，その後上昇する．男性の年齢も妊娠率・
自然流産率・児の先天異常リスクと関連することが知ら
れている [35]．妊娠間隔が 18 か月より短い場合に母体
合併症，周産期死亡，早産などのリスクが高まることが
知られており[36, 37] エコチル調査では，妊娠間隔が 6
か月以内の場合に早産リスクが高まることが報告されて
いる[38]．こうした情報に基づいてRLPを立てることは，
母子の健康のために有用である．

IV．日本における政策実装の課題

1．認知度
プレコンセプションケアを普及させる上での最大の課

題は，市民における認知度の低さである．米国PCHHC 
Initiativeが展開した「Show Your Love」キャンペーンで
は個人の責任や恐怖をあおるのではなく前向きな感情に
訴えるソーシャルマーケティング手法を用い，インフル
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エンサーが健康習慣をSNSに投稿するキャンペーンが好
評を博した [5]．欧州生殖医学会は，生殖に関する情報
提供において配慮すべき点として，①中立性を保ち特定
の選択を押し付けないこと，②多様性に配慮し，伝統的
な核家族に限らない多様な背景を持つ人々への理解を示
すこと，③恐怖をあおるのではなく前向きで肯定的な
メッセージを用いること，④男女双方に配慮すること，
⑤文脈や受け手に応じてメッセージを調整すること，の
重要性を示している[39]．日本ではウェブサイトやリー
フレットによる一般的な情報提供が広く実施されつつあ
るが，受け手の不安を増強することが介入研究から示さ
れており [40]，情報提供の形式への配慮が不可欠である．
前向きなメッセージを用いることに加え，信頼関係にあ
る保健医療関係者が日常の診療や健診の中でプレコンセ
プションケアを少しずつ取り入れていくことが望ましい
[41]．英国ではMake every contact count (MECC)[42]をプ
レコンセプションケアに適用することが進められている．
MECCはNHS Englandが推進してきた行動変容アプロー
チで，医療・保健・福祉・ボランティアなど誰もがすべ
ての接点を活用して，短時間の会話で人々に気付きをう
ながし，本人にとって意味のある情報や支援を見つける
手助けをする（適切な支援先を案内する・専門家の情報
を伝えるなど）．オーストラリアでも産後の母子保健看
護師との接点を次子のプレコンセプションケア（妊娠間
ケア）に活用する取り組みや，一般開業医での会話にプ
レコンセプションケアを取り入れる取り組みも進められ
ている[43]．プレコンセプションケアを日常的な健康支
援として社会に根付かせるため，わが国でも産婦健康診
査・乳幼児健診・乳児家庭全戸訪問事業等の活用をはじ
め，幅広く保健医療の日常に浸透させる努力が求められ
る．

2．男性・ジェンダー包括的視点
プレコンセプションケアは長らく女性を主な対象とし

てきたが，前述の通り，男性の生活習慣も生殖機能や次
世代の健康に影響を与えることが明らかになっている．
また，多様な性自認・性的指向を持つ人々や多様な家族
構成についてインクルーシブであることがプレコンセ
プションケアの推進に不可欠であり[39]，プレコンセプ
ションケアの情報提供や支援体制が特定の性や家族形態
を前提としたものにならないよう留意することが求めら
れる．

3．社会環境の整備
個人の行動変容は重要であるが，その行動を左右する

社会的・経済的・環境的文脈の理解と対策が不可欠とな
る．たとえば英国では 30 年以上の啓発活動にもかかわ
らず神経管閉鎖障害の有病率が減少しなかったのに対し，
葉酸の強制添加を実施した米国・カナダ等では著明な減
少が達成された．プレコンセプションケアにおいて個人
への啓発と並行して，食品政策・職場環境整備などの社

会的介入も不可欠であることを示している．

4．医療者教育と多職種連携
プレコンセプションケアを日常診療に組み込むために

は，医師・助産師・保健師・看護師・薬剤師などの保健
医療専門職が，その意義を理解し実践することが不可欠
である．しかし現状では，保健医療従事者に対するプレ
コンセプションケア教育は十分とはいえず，プライマリ
ケアの現場でプレコンセプションケアが系統的に提供さ
れていないことが，多くの国に共通する課題となってい
る．

米国においても，産婦人科医はプレコンセプションケ
アを家庭医の役割と捉え，家庭医は産婦人科医の役割と
考える傾向があるなど，プレコンセプションケアを「自
分の仕事」として積極的に実践する臨床家が少ないこと
が課題とされている．「One Key Question®（この 1 年以
内に妊娠を希望していますか？）」のような簡便なスク
リーニングツールを活用することで，日常診療の中でプ
レコンセプションケアに関する会話を自然に開始できる
仕組みを整えることが提唱されており[44]，日本におい
ても同様のツールの活用が期待される．

こども家庭庁では 2025 年度に，医療機関等における
相談対応マニュアルが作成された．さらに，プレコンセ
プションケアの推進を目的として，自治体・企業・教育
機関等において，性別を問わず性や健康に関する正しい
知識の普及を図り，健康管理を促す人材である「プレコ
ンサポーター」の養成も 5 万人を目標に進められている
[4]．医療・教育・福祉・産業など各分野の専門職がそ
れぞれの接点を生かしてプレコンセプションケアを推進
するとともに，プレコンサポーターを含む多様な担い手
が社会全体でプレコンセプションケアへの理解を深める
ことが重要である．

5．モニタリング指標の開発
こども家庭庁によるプレコンセプションケア 5 か年計

画では，プレコンサポーター数などに目標値が設定され
ているものの，わが国においてはプレコンセプションケ
アに関連するアウトカム指標は十分に整備されておらず，
現時点では 10 代の妊娠中絶率や性感染症罹患率などに
ほぼ限られている．米国のPCHHCが設置した調査・デー
タワーキンググループは，18 ～ 44 歳の女性を対象とし
た主要なプレコンセプションヘルス指標として，①多量
飲酒，②うつ，③糖尿病，④葉酸摂取，⑤高血圧，⑥適
正体重，⑦運動，⑧喫煙，⑨望まない妊娠，⑩産後の効
果的な避妊，の 10 項目を提案し，州および国レベルで
の評価・比較・モニタリングを可能とする枠組みを示し
ている[31]．

国際的サーベイランス指標はこれまで存在しなかった
が，2022 年 9 月 にiCIPHE（International Core Indicators 
for Preconception Health and Equity）アライアンスが設
立された．iCIPHEアライアンスは，低・中・高所得国
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24 か国（2025 年 5 月時点）から研究者，医療者，政策
担当者，市民代表者が参画する国際的な多職種連携組
織であり，WHO全 6 地域から代表者が参加している[45]．
iCIPHEアライアンスでは，①文献レビューおよび市民
参画によるサーベイランス指標候補の抽出，②デルファ
イ法による 2 ラウンドの国際調査，③参加者代表による
コンセンサス会議，という 3 段階のプロセスを通じて，
低・中・高所得国すべてで活用可能な「コアサーベイラ
ンス指標セット」の国際合意形成を目指している．指標
候補は，健康の社会的決定要因，保健医療，リプロダク
ティブヘルス，栄養，体重，感染症，メンタルヘルスな
ど 12 のドメインにわたっており，成果はWHO等の国際
機関による採択や，各国における定期的なプレコンセプ
ションヘルス・モニタリングへの活用が期待されている．
このような国際的な指標合意の動向を注視し取り入れつ
つ，わが国の現状に必要なモニタリング指標を開発し，
体系的なモニタリング体制を整備していくことが求めら
れる．

V．おわりに

プレコンセプションケアは，当初の「妊娠に備える」
ことを目的とした狭義の概念から発展し，より包括的で
インクルーシブな公衆衛生学的アプローチへと変化して
きている．その意義は次世代の健康状態の改善にとどま
らず，若者が将来にわたり健康長寿を実現できる可能性
を高めることにある．

日本では「プレコンセプションケア推進 5 か年計画」
の策定により政策的基盤が整い，社会全体でプレコンセ
プションケアを推進する機運が高まっている．国際的に
は，日本を含む 24 か国の多部門ステークホルダーが参
画するiCIPHEアライアンスがサーベイランス指標の国
際合意形成を進めており，その成果をわが国の政策立案
にも活かし，研究・実践の両面を強化していく必要があ
る．

プレコンセプションケアは母子保健の枠を超え，ライ
フコース全体を見据えた健康づくりの礎である．こど
も・若者に関わる教育・保健・医療・福祉・企業など多
様な関係機関が連携し，それぞれの機会を活用してプレ
コンセプションケアを社会全体で推進するシステムを構
築していくことが求められる．今後の研究の蓄積と施策
の着実な実施を通じて，プレコンセプションケアが次世
代を含めた健康長寿の実現に貢献することを期待したい．
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